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旅客輸送の時系列分析

張 風波

I トレンド分析

戦後の数十年間，日本の各交通機関白旅客輸送は， どのような道を歩んでき

たのであろうか。どのようにして，その傾向と特徴を計量的につかめるのであ

ろうか。この一節でほ，まず，統計的分析の手法と Lて，よ〈使われているト

レY ド分析の諸方法"を使用L.戦後日本当[Jm機関旅客輸送量の推移を検討し

てみたいG

(1) 全交通機関

日本交通機関全体の旅客輸送量は，戦後一貫して順調な上昇を続けてきたの

である。 1955~日2年度に関する 1 次トレンド式を計算すると，次のような結果

が得られる。

T=105538+27020，2 t 
(34，763) 

R'=0.9789 D.Wニ 0，1839 SE=33223.4 

(1 -1) 

(T:全交通機関旅客輸送量，単位は百万人キロ ;t時間変数，t=ltoN; 

R2;決定係数，SE 残差の標準誤差• D. W: !fーピY ・ワトソ γ比， ( )内

は t値。運輸省「運輸経済統計要覧』各年版による計算。〉

以上の回帰式は，時間の推移と関係して，推定されているが，交通機関の旅

客輸送量は，他の経済活動と同じように，今までの生産活動を基礎に，発展を

続けてきたので，その前期の活動状況とも関係が深い。そこで，次のように，

1) 詳細については，佐和隆光『数理経済分析¢基礎』筑摩書房:， 1979年，増補版.49-62ベ ジを

事照ゐ
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前期の旅客輸送量を説明変数とLて自己回帰式を推定した。

log T=0.0379十1.787log T_1-O.7894 log T-2 (1-2) 
(13.63) ( -6.062) 

R2=0.9996 SE=0.0212 D.W=1.763 SP: 1957~82 

(T-1 :前期全交通機関旅客輸送量， T-2: 2期前全交通機関旅客輸送量，単

位はいずれも百万人キロ。〉

以上の推定式で明らかになったように，全交通機関旅客輸送量は，時間変数

より，むしろ前期の旅客輸送量によって，よめよ〈説明できる。なお，説明し

やす〈するために， (1-2)式を次のように変換できる。

log T=0.0379 + (1.787-0.7894) log T-1 +0.7894(logT_1-1og T-2) 

=日0379+0.9976log T.→+0.7894(log T_1-1og T-2) (1 -3) 

(1-3)式で示されているように，全交通機関旅客輸送量の増加率は，ほぼ

前期の増加率と前期増加率対2期前増加率の増加分の79%の合計に等しい。

なお， ロジλ ティック曲線モデノレによる推定結果は次回通りである。

T892000 一一一
R2=O.9935 MAPE=3.92 

変曲点 :T=446000百万人キロ，t=1966年度

(MAPE:絶対誤差率の平均。〕

(1-4) 

第 1図で示されているように， (1 -4)式ロジλティッ F曲線モデルによる

推定結果は，あてはまりが非常に良い。すなわち，交通機関の旅客輸送量は，

1950年代では，緩慢なλピードで増加しはじめ，経済高度成長期に入ると，急

速な上昇を続け，転換期(モデノレの推定では，その変曲点は， 1966年度となっ

ている〉以降では，そり上昇テンポが次第に低下してきたのである。

(2 ) 鉄道

戦後， 日本の鉄道旅客輸送量に関する 1次トレ γ ド式を推定すると，次の結

果になる。
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第 1図全交通機関旅客輸送実績と推定値(1955-82年〉
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注『週輸経済統計要覧』による計算，単位は百万人キロ。

T，=152151+7243.73 t+e 
(14.73) 

(1 -5) 

R'=0.893 D. W=0.099 SE=21022.5 MAPE=7.714 SP: 1955~82 

(T，:鉄道旅客輸送量，単位は百万人キロ e'残差。〕

以上の 1次トレンド回帰式では，ダーピ y ・ワトソン比が非常に小さし、。こ

のように，現実の経済問題においては，誤差項に系列的な相関関係が存在して

いることはよくある九そこで，以下のように，残差部分の自己回帰分析を行

った。

e= -538.31 +0.993 e_， 
(15.04) 

(1 -6) 

R'=0.8969 D.W=O.7687 SE=6583.8 MAPE=69.72 SP: 1956~82 

(e (残差)=実績 (1 -5)式推定値 e-l:前期の残差。〕

残差の自己回帰推定式(1-6)を1次トレンド式(1-5)に代入すると，次

2) 佐和隆光前掲書， :252ペ ジを参照。
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の結果になる。

T，=151612.69+7243.73t+O.993 e→ 
MAPE=2.12 

clー 7)

さらに，自己回帰トレンドモデルの推定結果が次の通りであるヘ

T，=10800.5+1.022 T.-， -696.14 t cl -8) 
(19.199) (ー1.643)

R'=O.9928 SE=5260.09 MAPE=1.761 D.再T= 1.338 SP: 1956~82 

1次トレンド式(1-5)，残差の自己回帰推定値を加えた (1-7)式及び

実績は図で示すと，第2図の通りである位。

第2国 鉄道旅客輸送実績と推定値 0956-82竿〉

360000 

子二総

叩JOO
一一(1-5)式1'1-1rl2151+72-13. 73t 

3ぽ)0日
(1ーη式 r1 =] 51.612.69 +72，13. 73t-j-Q. 993e_1 
~~~~~~~"'~'~'_'~!_.r ~ " ， 

56 60 65 70 75 80 82 

注『運輸統計要覧』に上る計算 7戦位ほ百万人キロロ

の そのほかに，計算された最小2乗残差の系列にもとづいて，誤差項の分散共分散の推定を〈り

かえしてfiうコックラン・オーカット怯もある〈佐和隆光，前掲書'. 258ペ ジを参照3。 こうし
た方法の適用によって推定効率を高めうることはいうまでもないが，通常の最小2乗法を適用し

ても推定値に月寄り叫生じない。

4) 鉄道は.さらに国鉄と私鉄に分けて推定すると，次の結果になる。
T，.= 66576.3+ 12418t-283.453t! 

(18.45) (ー12.59)
Rg=O.97Q7 D.W=0.485 MAPE=3.53 SP: 1955~B2 ノ
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(3 ) 自動車

日本の自動車旅客輸送量は，自家乗r用車の急増に伴い，かなり順調な発展を

見せた。その傾向を統計的な方法で取らえると，次の結果になる。

2次指数トレンド・

log T，ニ9.871+0.2149 t-O口0363" 
(22.46) (ー11.33)

R'=0.9896 D.耳T=0.221 SE=D.D99 SP: 1955~君2

(1 -9) 

ロジステ 4 ック曲線モデル:

市 485000
.12=，ー「τ話瓦五百三在主百官官'" (1ー10)

R'=0.9日U日目 MAPE=6.93 SP: 1955~82 

変曲点:九=242500百万人キロ， '=1970年度

第3図 自動車旅客輸送実績と推定値 (1955-位年〉
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注『運輸経済統計要覧』による計草，単位は百万人キロ。

Th=38238.8 +4293.16t-42.97t! 
(29.14) (-8:72) 

R'~O.9966 D.W~O.789 MAPE=1.521 SP: 1955-82 
('1'..国鉄旅客輸送量.， Tb 私酷旅客輸送量，単位はいずれも百万人守 p ，) 

、、
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(T，:自動車旅客輸送量，単位は百万人キロ。〕

“ 以上の(1-9)式と(1 -10)式による推定値は第3図で示されている通

りであるo

( 4) 旅客船

日本の旅客船による旅客輸送量は，戦後，極めて異常な発展傾向を示してき

た。第4図でわかるように， 1964年度までは，陪ぼ横ばいを続けていたが，

1965年度以降では，急速な上昇を始めた。特に， 1972年度の上昇が非常に著し

かった"0ところが，石油危機に見舞われ， 1974年以降では，これまでの急成
長と反対に，減退の一途をたど勺て雪たn その推定結果は次の通りである。

T， =1276.79+519.27 t-12.925 t' 
(5日76) く-3.123)

R'=0.8日5 D. W=O.388 MAPE=12:854 SP: 1960~82 

(T， :旅客船旅客輸送量，単位は百万人キロ〉

( 1 -11) 

以上の 2次トレンド回帰式による推定は，実績とかなりの差があり，あては

まりがあまり良くない。このような構造的な変化に対1..-，次のよう!:::，ダミー

変数を使って， 1974午度以前とそれ以降に分けて推定し，そデノレの修Eを行っ

た。

log T，=9.17十0.0767t(1-D，，) -0.021 t(D，，)ー1.46(1-D，，) ( 1 -12) 
(16.005) (ー1.72) (-5.916) 

R'=O.9558 D.W=O.624 MAPEニ 0.679 SP: 1955~82 

(D，，: 1955~74年度=0， 1975~82年度ニ 1)

1973年度までの7.67%の年平均上昇率と1974年度以降のー2.1%の平均上昇率

とは対照的であった。

5) そ¢特徴については「特に，中長距離航路においては，前年に比べて人員で64.3%，人キロ
では81.4%と大幅な伸びをみせている。このように増大する需要に対して， 船の大型化及び高速
化が進められており，フェリー輸送はレジャー手段。ーっとしてますます国民の聞に浸透V'[き
ているJ(W運輸自害J197::l年版， 15ベージ〕と指摘されている。
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第4図旅客船旅客輸送実績と推定値(1960-82年〉
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注『運輸経済統計要覧』による計算;単位ま百万人キロ。

(5) 航空

所得の増加と消費生活の向上に伴い，戦後日本の航空旅客輸送量は急速に増

大してきた。絶対量においては，その額がまだ少ないが，上昇率がきわめて高

い。それに関するトレンド推定を行うと，次のような結果が得られる。

2次指数トレンド.

log T， =4.8079+0.34896 t-0.005263 t' 
(25，39) (ー11.445)

(1-13) 

R'=0，9932 D， W=O.6754 SE=O，142 MAPE=1.4355 

SP: 1955~82 

ロジスティック曲線モデノレ.

359日日
一一."-4-1+e5五百三仏267044t ( 1 -14) 

R'=O.995日2 且d'APE=9.2213 SP: 1955~82 

変曲点:九=17950百万人キロ.t=1974年度
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第5園航空旅客輸送実績と推定値く1955-82年〉
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注 「運斡占王済統計要覧』による計費，単位は百万人キロロ

(T，:航空旅客輸送量，単位は百万人キロ。〉

第5図で示されてい昌ように. (1-13)式と(1 -14)式による推定は，あて

はまりが良いが. 1980午度以降，航空旅客輸送量の異常な減退"は上記モデル

の推定に誤差を生じた。

II 旅客輸送需要の弾力性

交通機関の旅客輸送需要は，常に消費支出に依存L-.その変動に強く影響さ

れている。この一節では，旅客輸送需要対所得・消費支出の弾力性について，

理論的な検討と実証的な分析を行ってみたい。

(1) 弾力性を持つ旅客輸送需要

6) その原因としては，第2次石油危機による燃料費などの高騰，景気。停滞，運賃改定。Ili響，
消費支出減退によるlIi行白近距離イL 主要空港発着容量の制約，航空機堕落事量D多発，国鉄東
北上越新幹線の開通などが挙げられる。運輸省『運輸白書~1981. 82. 83年版を参照。
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従来，交通需要対所得・消費支出の弾力性は， 小さいと考えられている九

その理由については，交通需要の性質から見ると，主として，次のようなこと

が指摘されているo

まず，交通需要の多くが，生活必要度の両い需要であることを指摘しなけれ

ばならない。社会の各部門，各分野を一体化L-，正晴な生産活動，消費生活な

どを維持するためり不可欠な手段として，交通機関は極めて重要な役割を果た

している。旅客輸送に限っτ言えば，所得水準が低い場合でも，通勤・通学の

ため，交通機関全利用しなければならないし，逆i二，所得が増えても，一日の

交通機関の利用回数を増やすわけにもいかない。

つぎに，交通需要が派生需要であり，他の需要のための手段である。木源的

需要としての経済活動や消費生活などを行なう目的地に到着するため，交通手

段が利用されているので，交通機関を利用するための支出は，単に交通消費の

代価ではなく，むしろある程度そのような本源的需要の一部として考えられ，

それに依存Lているo iビジネス旅行にせよ，一般旅行にせよ，その旅行の目

的が企業の生産活動や販売活動のうえから必要欠くべからざるものであったり，

生活上必要であったりとすれば，それらの旅行に伴って派生する交通需要は，

その他の事情を一定とすれば，非弾力的となろう」ω。 したがって，受験のた

め，交通機関を利用する場合は，交通費が単に交通機関が提供してくれたサー

ピλ に値す吾かどうかを考えるより，合格後の詣:義をより考慮するので，所得

に応じて交通機関を選択し，決定する基準は，むしろ，後者により多く依存し

ていると言えよう。

また，交通サーピスは，無形の即時財であり，保存したり，移転したりする

ことができない。生産と消費，需要と供給が時間的，場所的に一致しなければ

ならず，必要な時間と場所でそれを利用しなければならない。所得に応じて交

通機関を利用する時期と場所を選択する自由がかなり限られている。さらに，

7) 増井憧ー・佐竹義昌嗣『交通経済論』有斐閣， 1969年.22'-25ベ ジを参照。

8) 伊藤允博『現代田交通経宵』税務経理協会.1979年.72ベージ。
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「特定の交通機す関に対する需要は一種の定着怯があり，その交通機関からみた

交通需要はある程度非弾力的であ」り Iとくにこれは旅客輸送についていえ

るJ"と指摘されている。しかし，今日の日本においては，あとの分析結果で

示されるように，高度成長期以降では，交通機関の旅客輸送対消費支出の弾力

値が非常に高くなってきた。すなわち，観光・旅行などのための交通機関利用

による旅客輸送需要は，もはや他の目的のための派生需要ではなく，消費生活

の多様化を追求するための弾力性の高い本源的需要となった。しかも， ζのよ

うな観光・旅行の急増は，そのための宿泊施設の整備，娯*用地の開発，道路

の建設，交通手段。改良など新しい派生的需要をもたらした。所得の上昇，消

費生活の向上による支出の増加は，かなりの部分がこのような文化的な性質を

持つ消費支出としての旅客輸送にあてられるので，この種の旅客輸送需要は当

然所得の変動に強く影響され，その弾力性が高くなるのである。

ただし，通勤・通学のような旅客輸送需要は，依然として非弾力性的な需要

であると言えよう 1へそして，交通輸送需要の弾力性は，輸送商品の原価，家

計消費支出，あるいは旅行費用全体などに占める交通費の割合に正比例する'"。

したがって， I消費的輸送需要は概して所得あるいは価格に対する弾性値が

大きいものが多い。経済成長にともない所得水準が向上すれば，この種の需要

は所得の上昇率以上で増加する可能性がある」山。すなわち，交通機関旅客輸

送需要対所得，消費支出の弾性値が1を超えることもありうる。

( 2) 全交通機関旅客輸送需要の弾力性

消費支出が，常に交通機関0)旅客輸送量に非常に大きな影響を及ぼし亡いる。

通学十帰省などはもちろん，観光・旅行・レジャーなどの民間消費支出は，交

通機関の旅客輸送需要量を増大させる原動力となった。そこで，戦後日本の交

9) 増井佐竹編，前掲書， 25ページ。
10) 前田義信『交通学要論』ミネルヴァ書房， 1973年， 99ベージを参照。
11) 詳細については，恒産拡前掲書;72-73ベージ，前回，前掲書，岨-100ベージなどを参照。
12) 増井佐竹編j前掲書.29ペ-Y.，
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通機関旅客輸送量と民間消費支出との相関関係を推定1.-，次のような結呆が得

られる。

log T=9.19403+0.9241221og C 
(66.527) 

(2 -1) 

R2=0.9942 SE=0.041 D目Wニ 0.227 SP; 1955~82 

(T=全交通機関旅客輸送量，単位は百万人キロ;C;実質民間最終消費

支出指数， 1975年=100。運輸省『運輸経済統計要覧~，経済企画庁『国民

経済計算年報」各年版による数字で計算。〉

(2 -1)式による推定結果は図で示すと，第6図の実線になる。

交通機関旅客輸送需要対消費支出の弾性値が 1に達するかどうかは，よく議

第6図旅客輸送量対民間消費支出D弾性値

10区T
810ET=10町618+1.01ogC(1-D，，)+O.6161ogC(D，，)

-1.73(1←わJ …(2-2)式 即 日(.~--~
日目l_loe:T=9山 03+0山 122logC 刊 75前ず
μ山 ・ (2-1)式/予7

70..:/72 
69.，/71 
68.ダ

13.0C十 ψ/
ノ67

6'566 

J向日

T63 
，/何?

lZ.GOt /'6[' 

'，58 
rA567 

12仰に益二一

-160 

logC 

3.10 3.50 4山 4日4.83
注 T 全主通機関旅客輸送量， 単位は百万人キロ，運輸省『運輸経済
統計要覧』各年版による c嬰賀民間最終消費主出指数. 1975= 
100，経済企画庁『国民経済計算年報』各年版による。 の数字は
年度である。
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論されているが，この第6図の実線で示されている(2ー1)式による弾性値が

0.924であり 1に達していない。図でわかるように，石油危機までの弾性値

がかなり高い。低下したのは，石油危機以降の期間である。そこで，次のよう

に，石油危機以前とそれ以降に分けて，二つの説明変数によってその弾性値を

推定Lてみることにしよう山。

log T=10.618 +1.00 lug C(1-D71) + 
く133.87)

0.6161og C(Dll) -1.73(1-D，，) 
(17.213) (-10.18) 

R'=0.9995 SE=0.013 D.W=1.48 SP: 1955~82 

(D" ・ 1955~71年度=0， 1972~82年度 =1)

(2 -2) 

(2 -2)式で示されているように， 1955~71年度の問では，全交通機関旅客

輸送量対民間消費支出の弾性値が1と推定されており，両者が同じテ Yポで上

昇を続けてきたのである。ところが，石油危機以降の 1972~1982年度の間では，

推定したその弾性値が0.616に低下してきた。すなわち， この間では， 石油危

機に見舞われ，全交通機関旅客輸送量の上昇率は，民間消費支出の減退以上に

低下し，消費支出の減退は，生活必需品の支出ではなしまず，観光・旅行な

ど高水準の消費支出の減少をもたらすことになったのである'"。

(3) 各交通機関旅客輸送需要弾力性の比較

消費支山の拡大が各交通機関の旅客輸送に及ぼす影響はかなり違うし，各交

13) 転換点は(去の式のような1971年度ではなく， 1972年度とし，それ以前とそれι降に分けて
推定すると，抗の結果になる。
log T=lO.704+0.999 log C(l-D12) +0.598 log C(D1z)-1.77B(1-D12) 

(107.12) - -(10.56) -(-6.62) 

R'=O.99906 SE=0.016 D. W=1.3回 SP:1955-82 
くD沼 1955-72竿度=0，1973~82年度=1)

14) このような旅客輸送量対消費支出町弾力性が長期的に低下を続日てきた原因は，石油危機の影
響のほかに，消費水準の向上に伴って，観光・旅行も必需品化L.，消費生活白不可欠の一部とし
て定着しており 消費支出が増加しても，交通支出がこれ以上に増伽しにく〈なったことも上げ
られよう。 r交通需要白弾力性は歴史的にみると経済水準や文化水準の上昇につれて小さくなり
つつあるJ (研藤，前掲書，叩ベージ〉。
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|推定式|

i 日 間耳 1956-72キ

ι_I__b J竺
全交通 0.994 1.42 

鉄道且375 0.73 

I (11.3) 

自動車1.787 口8

(79.9) 

旅客船 0.95旦 且65

第1表各突通機関旅客輸送需要対

(リ IogT=a+b Iog C 

1973-82キキ

R' b D.W 

0.999 0.591:1 1.44 

(13.6) 

0.934 口066 1.25 

↓〈ー1.4)

0.998 1.055 1.54 

(19.8) 

0.942 -0.80 1.50 

(-6.1) 

R' 

0.959 

0.206 

0.980 

0.843 

航 空 2.型壬 乱胡5 且981 I ~主主 1.2呂 0.9日

〈27.9) (12.9) 

注 T，旅客輸送量j 前位は百万人キロ，運輸省『運輸経済続三十要覧』各年版によるu
C，実質民間最終消費支出指数， 1975年度~IOO，経企庁『国民経済計算年報』各年版

によるロ

通機関も，経済社会の発展と変化に対応しうる機能がだいぶ異なっていあので，

それぞれの弾力性には，差が存在している。各交通機関旅客輸送需要の弾性{置

を比較すると，第l表の通りである。

まず，第1表の(1)式を見ょう。それは石油危機以前とそれ以後に分けて推定

したものであるが，航空と自動車の旅客輸送需要の弾性値が一貫して非常に高

いことは目立つものである。交通機関のうち，下級財の性質を持つ鉄道と旅客

船の弾性値がかなり低い。特に，石油危機以降では，マイナスに転じた。

なお，以上のことは，短期の弾性値 (r)と長期目弾性f直 (r/CI-s))に分け

てみると，第1表の(2)式になる。

要するに，陸上旅客輸送においては，所得の増加に伴レ，自家用車が急増し，

旅客輸送需要が次第に鉄道から，自動車へ移転してきた。さらに，消費水準の

向上に伴い，遠距離旅行においては，航空機の利用が急速に増加し鉄道の輸
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消費支出弾性値〈石油危機前後比較〕

(2) log T=α+s log T_，+rlog C 
1956-72* 

(205) 77 

1973由 82牢本

月 T I r/(1-s) I D.W I R' J 戸 7 I r/(I-s) I D.W I R' 

0.344 0.649 0.990 1.25 0.999 0.321 0.397 0.585 1.'70 0.969 

(1.8) (3.3) (1.6) (3.0) 

0.663 0.0840.724 2.76 0.982 0.351 -0.07 -0.11 1.08 0.479 

(4.5) (1.3) (1.9) (ー1.8)

0.442 0.991 1.775 1.00 O泊98 0.182 0.868 1.062 1.86 0，982 
(2.6) く3.2) (0.9) (4.1) 

0.683 0.357 1.123 1.82 0.970 0.364 一0.472 -0.740 2.00 0.859 

(3.2) く1.8) (0.83) (-1.14) 

0.703 0.829 2.793 0.99 0.991 0.399 1.250 2.078 1.45 0.966 

(3.7) (1.5) (1.6) (1.7) 

#鉄道は1962-72年度，旅客船は106ト73年度与帥旅客船は1974-82年度u

送需要を減少させた。特に航空旅客輸送は，通勤・通学などのような所得弾力

性の低い輸送需要ではなく，観光・旅行のような所得弾力性の高い輸送需要で

あるので，当然その弾性倍が高くなるのである。また，運賃が安〈て，時間が

かかる旅客船においては，所得の増加，消費水準の向上が進行する中で，その

輸送需要がいうまでもなく低下Lて〈るのである。

III 旅客輸送需要の代替性

(1) 旅客輸送需要の代替性について

旅客輸送需要は，単に弾力性が高いというのみならず，代替性もかなり強い。

ある交通機関に対する需要は，ほか白火通機関に対す需要とかなりの代替関係

にあり，交通機関の選択や，一方から，他方への需要の移転が常に存在してい

る。戦後日本の交通機関旅客輸送においては，鉄道，船舶，自動車，航空機が

常に代替関係にあり，特に i長距離旅客交通において鉄道と航空は代替性が
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かなり大きL、J15)。

このような交通需要の代替性による交通需要の移動は，交通需要の競争性を

通じて進められている。その手段として，まず運賃価格の決定は，極めて重要

な役割を果している。運賃の安い交通機関を選択する傾向が利用者にあるので，

価格部力性の高い旅客輸送需要は，交通機関の運賃水準に強〈影響される。

「交通需要の弾力性は運賃割合の大いに比例するという“重要ならざること

の重要"について，代替性がおよぼす効果を無視できなL、J16)。

次に，交通機関白技術的条件も代替性を決定する要因になる。 r交通需要の

弾力性は，交通サーピy、の技術的代替性の大小に比例するJl'1')0 r交通需要の

強力性は，交通+ーピスの技術的代替性が大きいか小さし、かによって，その大

小が決まると言ってよい」問。人的移動の手段として，交通機闘が常に迅速性

を求められている。航空輸送の場合は，運賃価格が多少高いにもかかわらず，

ほかの交通機関より λピードが速いので，所得の上昇に伴い，その増加がきわ

めて著しくなった。

このように I旅客交通の価格弾力性よりも所得弾力性が大き〈なりJ"九

「家計の場合，交通需要は運賃よりも所得水準の変動により敏感であり，消費

水準の向上にともなう消費性旅行の消費支出に占める割合の仲びがいちじるし

い」加。また，交通機関を選択する場合は，交通サ ピ旦の安楽感，利用の便

利さ，安全性なども条件として考えられている。 I今日における競争の形態は，

価格(運賃〉よりむしろ非価格競争が一般的である」叩。

( 2) 各交通機関旅客輸送の代替関係

15) 前回，前掲書:， 101ベージ。
16) 同前。
17) 前回，前掲書， 97ページ。
18) 伊藤，前掲書"74ページ。
19) 前回，前掲害:， 10:3へジ。
20) 同前， 101へジ。
21) 伊藤，前掲書， 74ベシ。
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戦後の数十年間では， 日本経済は，経済の回復期，高度成長期，低成長期な

どを経てきたが，この過程においては，各交通機関の旅客輸送は，大きな変化

を見せ，異なる発展傾向を示してきた。交通輸送需要の代替性によって，旅客

輸送量が次第に鉄道から自動車へ，旅客船から自動車へ，さらに航空機へ移行

することになった。

まず，各交通機関旅客輸送量の年平均上昇率を推定すると，第z表白通りあ

る。第2表 t示されているように，戦後20数年間においては，全交通期間旅客

輸送量の年平均上昇率 (b)は. 6.29%と推定されている。各交通機関別に見る

と，年平均上昇率が最も高いのは，航空の19.63%であり，それに次〈のが自

動車の10.97%であるu 年平均上昇率が低いのほ，鉄道の3.13%であり，そのう

ち，特に国鉄が2.8%と最低である。

第2表各交通機関旅客輸送年平均上昇率 (1955..........82年度ア

推定式| log T=a+bt 

a b SE R' 

全突通機関 12.08 0.0629 0.045 0.281 0.946 

鉄 道 11.97 0.0313 0.1099 0.076 0.851 

国鉄 11.60 0.0280 0.131 0.085 0，764 

民鉄 10.81 0.0372 0.075 0.087 。.945
自動車 10.40 0.1097 0.2397 0.078 0.936 

旅客船 7.924 0.0459 0.172 0.227 0.774 

航 空 5.571 0.1963 0.347 0.160 0.957 

注 運輸省『運輸経済統計要覧j1984年度版による計算，デ}タの単位は百
万人キロe

*旅客船は1960-82年度であるn

さらに，年平均上昇率を，石油危機以前とそれ以降に分けてみると，第3表

の通りである。石油危機以前の年平均上昇率 (b) を見ると，各交通機関はい

ずれも一定の上昇率を維持していた。特に，航空 (24.7%) と自動車(15.1%)

は上昇が著しかった。石油危機以降の年平均上昇率(のを見ると，各交通機

関はいずれも石油危機前に比べて，低下してきた。特に，同鉄と旅客船の年平
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第 3表各交通機関旅客輸送年平均上昇率〈石油危機前後の比較〉

推定式 !ogT=a+白(1-D，，) +ct(D，，) +dοD72) 
α b c d SE 且2

全交通 13.04 0.084 0.020 -1.13 0.019 1.20 0:999 

(98.3) (97) (-22.7) 

鉄 道 12.71 0.049 -0.0018 -0.88 0.047 0.32 0.975 

(22:7) (ー0.34) (ー7.0)

国鉄 12.55 0:048 -0.015 -1.12 0.056 0.32 0.960 

(18.8) (-2.4) (-7.6) 

私鉄 11.17 0.050 O.020!<i -0.460 0.033 0.49 0.992 

(33.2) (5.6) (-5.2) 

自動車 12.05 0.151 0.035 -1.99 0.039 1.14 0.998 

(84.7) (8.1) (-19.1) 

旅客船 9.35 0.066 -0.0299 -1.584 0.059 1.41 0.976 

(15.0) (-4.6) (-12.5) 

航 クー匂い 8.201 0.247 0:080 -3.05 0.155 0.58 0.992 

(35.0) (4.7) (-7.4) 

注 D72:1955-72年度=0(旅客船はJ 1960-72=0)， 1973-82年度=1。

均上昇率がマイナスに転じた。

こうして. 1955~82年度の聞の旅客輸送人キロにおいては，航空が 138.1 倍

に増加した。自動車も1ι44倍に増加し，そのうち，特に乗用車古'83.07倍に急

増し，ノミスが3.5倍の増加に止った。旅客船は. 2.94倍に上昇しただけで，鉄道

はわずか2.324倍に増加したにすぎなかった。そのうち，国鉄が1.74倍，民鉄が

2.8倍に増加したの可ある加。

旅客輸送量における各交通機関の分担率にも変化が起った。 1955年度では，

鉄道は，全旅客輸送量〈人キロ〉の82.19百〈そのうち，国鉄が55.0%. 民鉄が

27.1%)を占10. 支配的な地位を保ヮていた。それに次いで，自動車が 16.6%

〔そのうち，パスが14.1%. 乗用車が2.5~のであり，旅客船と航空は，それぞ

れ1.2%と0.1%にすぎなかった。 ところが. 1982年度では，順位が変わり，自
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動車が56.2%(そのうち，乗用車が43.2%，パスが13.0%)に急増 L 交通機

関旅客輸送量のトッフEの座を奪った。鉄道が 2位に後退し， 39.3% (そのうち，

国鉄が23.7%，民鉄が15.6%) となった。また，航空も旅客船を追い越し， 3.7 

%の分担率に増加し，旅客航がわずか0.7%に減退した問、

以上のような代替関係の発生は，各交通機関の基本的な性質によるものであ

る。所得の上昇による自家用車保有の増加，自動車利用の便利さなどは，旅客

輸送需要が鉄道から，自動車へ移動するのを加速した。鉄道と航空は，互L、に

運賃とスピ トの差を縮める努力により，競争を展開しているが，消費支出。

拡大に伴う航空旅客輸送量の急増は，鉄道旅客輸送量の停滞をもたらした。旅

客船は迅速性に失けているので，遠距離輸送においては所得水準の向トに伴い，

次第に，鉄道，さらに自動車，航空機によって，交替される。要するに，旅客

輸送需要の代替性による各交通機関の競争は，単に運賃価格のみならず，技術

的条件，所得水準の変化，利用の便利吉，安全性，安楽感など多方面にわたっ

て進められている。この過程においては，交通構造には絶えず変動が起り，発

展が促進される。

今日の日本の旅客輸送においては，航空が急速に増加する中で，乗用車を中

心に，鉄道を補助に，新しい交通体系が形成しつつある。

0984年10月〉
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22)， 23) 運輸省『運輸経済統計要覧』による計算。


